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１．2022 年３月期第２四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年９月 30日） 

(1) 連結経営成績（累計）                            （％表示は、対前年同四半期増減率） 

売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022年３月期第２四半期 941,341 32.5 298,403 61.9 303,522 57.9 220,904 57.4 

2021年３月期第２四半期 710,526 △9.7 184,317 △12.5 192,243 △11.9 140,306 △15.0

(注)包括利益 2022年３月期第２四半期 318,232百万円(153.7%) 2021年３月期第２四半期 125,435百万円(△0.5%) 

1 株 当 た り 
四半期純利益 

潜在株式調整後
 1 株 当 た り 
四半期純利益 

円  銭 円  銭 

2022年３月期第２四半期 531.67 531.19 

2021年３月期第２四半期 337.47 337.35 

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円  銭 

2022年３月期第２四半期 3,676,888 3,140,298 83.1 7,358.44 

2021年３月期 3,380,615 2,886,625 83.2 6,769.72 

(参考)自己資本 2022 年３月期第２四半期 3,056,464 百万円  2021年３月期 2,813,137 百万円 

２．配当の状況 

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2021年３月期 － 110.00 － 140.00 250.00 

2022年３月期 － 150.00 

2022年３月期(予想) － 150.00 300.00 

(注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

３．2022 年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月 31日） 

（％表示は、対前期増減率） 

売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 

する当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 1,700,000 13.6 485,000 23.7 500,000 23.4 363,000 23.6 873.49 

(注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 

当資料に記載の業績見通し等の将来に関する記述は、現在入手している情報による判断及び仮定に基づいた記述
であり、リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績等は、様々な要素によりこれら業績見通し等とは大きく
異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。実際の業績等に影響を与え得る重要な要素には、当社及び当社
グループ会社の事業領域をとりまく経済情勢、市場の動向、対米ドルをはじめとする円の為替レートなどが含ま
れます。ただし、業績等に影響を与え得る要素はこれらに限定されるものではありません。 



 

※注記事項 

 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無 

  （連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

② ①以外の会計方針の変更        ： 無 

③ 会計上の見積りの変更         ： 無 

④ 修正再表示              ： 無 

（注）詳細は、添付資料 14 頁「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する 

注記事項（会計方針の変更）」をご覧下さい。 

 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  2022年３月期２Ｑ 416,662,793 株 

2021年３月期   416,662,793 株 

② 期末自己株式数    2022年３月期２Ｑ    1,294,464 株 

2021年３月期        1,115,572 株 

③ 期中平均株式数（四半期累計）      2022年３月期２Ｑ 415,487,937 株 

2021年３月期２Ｑ 415,765,898 株 

 

※四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

 

（問合せ先の電話番号について） 

 事務所移転に伴い、問合せ先の電話番号は、2021年 11 月８日から下記に変更となる予定であります。 

  （2021年 11月５日まで）TEL (03)3246-5051 

  （2021年 11月８日から）TEL (03)6812-2350 
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